
静岡県企業局西部事務所長　八木　宏之

１－２　入札執行者

１－３　この入札に関する契約条項を示す場所及び事務を担当する機関（以下「契約条項を示す場所」という。）

〒438-0006　　静岡県磐田市寺谷2258

静岡県企業局西部事務所　総務課　電話0538-38-1271

E-mail　kigyou-seibu@pref.shizuoka.lg.jp

１－４　工事内容等

号

限り

１－５　入札に参加する者に必要な資格に関する事項

静岡県企業局西部事務所長　八木　宏之

入札番号 企西第 38032

工事名
令和８年度［第38-P7325-01号］遠州広域水道用水供給事業 寺谷浄水場(太田川系)薬品
沈殿池流入流量計改築工事

入  札  公  告（入札後審査型・個別事項）

　下記の建設工事について、制限付き一般競争入札（入札後審査型）を行うので、地方自治法施行令（昭和22年
政令第16号。以下「施行令」という。）第167条の６及び静岡県企業局会計規程（昭和42年事業部管理規程第９
号。以下「規程」という。）第186条の２の規定により公告する。この工事の入札執行等については、関係法令
に定めるもののほか、本公告及び入札公告（入札後審査型・共通事項）により行うものとする。
　この入札は、静岡県電子入札システムにより執行する。

令和8年9月29日

記

１－１　公　告　日　　　令和8年9月29日

　静岡県における建設工事競争入札参加資格の認定を受けている者のうち、次に掲げる条件をすべて満たしてい
ることについての確認を受けた者であること。

条　　　件 左　記　の　詳　細

(1)静岡県建設工事競争入札参加
資格の認定業種

電気工事

工事場所 磐田市寺谷地内

工事概要等 超音波流量計更新　一式

工　　期
契約締結の翌日（土曜日、日曜日及び祝日の場合は翌開庁日）から

令和9年3月3日

(5)同種工事の施工実績 平成23年４月１日以降(完成し引渡しが済んでいるもの)に、水道又は工業用水
道施設における超音波流量計の設置、修繕工事を元請として施工した実績を有
すること(国、地方公共団体（地方自治法（昭和22年法律第67号）第284条第１
項に規定する一部事務組合及び広域連合を含む。）又は特殊法人等（公共工事
の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）第２条
第１項に規定する法人をいう。）が発注したものに限る。）。ただし、共同企
業体の構成員としての施工実績は、出資比率が20パーセント以上の場合のもの
に限る。なお、静岡県発注工事での施工実績に係る工事成績評定が64点以下の
場合は、同種工事の施工実績として認めない。

○　同種工事の施工実績を確認できる以下の書類を入札後に提出する入札参加
資格確認資料に添付すること。

・　入札公告（入札後審査型・共通事項）（以下「共通事項」という。）２－
２に記載されているもの

(2)許可の種類 電気工事業に係る一般又は特定建設業の許可

(3)経営事項審査の総合評定値 条件としない。

(4)営業所の所在地 条件としない。



(月) まで（土曜日、

(水)

（持参の場合は郵便により通知する）

通知を受けた日から (火) まで（土曜日、

(金)

(火)

(木)

(6)右に掲げる基準を満たす主任
技術者又は監理技術者を当該工
事に（専任で）配置できるこ
と。

・入札執行日以前に３か月以上の雇用関係があること。

(7)技術者の専任を要する工事に
おいては、右に掲げる基準によ
り専任できること。

(8)右に掲げる設計業務等の受託
者又は当該受託者と資本若しく
は人事面において関連がある建
設業者でないこと。

条件としない。

条件としない。

(9)その他の条件 入札公告「共通事項」２－１及び「競争入札に参加する者に必要な資格」(昭
和39年静岡県告示第220号)に記載のとおり。

１－６　入札日程

入札前の入札参加資格
確認申請書（以下「申
請書」）の提出

公告の日の翌日から 令和8年10月5日 入札後審査型・
共通事項２－２日曜日及び祝日を除く）

＜電子入札システムの場合＞午前９時から午後４時まで

＜持参の場合＞午前９時から午後４時まで（申請書は、２部（正本１
部、副本１部）及び長３号封筒（簡易書留料金を含む重量に応じた切
手を貼付）を併せて契約条項を示す場所に持参）

＜持参の場合＞午前９時から午後４時まで（契約条項を示す場所）

上記の回答期限 令和8年10月16日 まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く） 入札後審査型・
共通事項２－４

＊提出資料については、入札公告「共通事項」参照

入札参加資格の確認通
知

令和8年10月7日 までに電子入札システムにより通知する

入札前の参加資格確認
で資格がないと認めら
れた者の請求期限

令和8年10月13日 入札後審査型・
共通事項２－４日曜日及び祝日を除く）

＜電子入札システムの場合＞午前９時から午後４時まで
＊　電子入札システムの場合は、送信後に企業局西部事務所（電話
0538-38-1271）まで電話連絡を行うこと。

設計図書等に対する質
問受付期間

入札後審査型・
共通事項２－３及び祝日を除く）

＜電子入札システムの場合＞期間内の午前９時から午後４時まで

＜持参の場合＞期間内の午前９時から午後４時まで

設計書及び図面（以下
「設計図書等」とい
う。）の交付

公告の日から 令和8年10月20日 まで（土曜日、日曜日 入札後審査型・
共通事項２－３及び祝日を除く）

金抜き設計書：ＰＰＩ

特記仕様書：ＰＰＩ

なお、「公共建築工事標準仕様書」、「公共建築改修工事標準仕様
書」、「建築物解体工事共通仕様書」、「木造建築工事標準仕様書」
及び「公共住宅建設工事共通仕様書」を適用する建築工事及び建築設
備工事においては、設計書の代わりに数量書（参考資料）を交付す
る。

図面：ＰＰＩ

公告の日の翌日から 令和8年10月8日 まで（土曜日、日曜日



(水) から (金) まで

＜電子入札システムの場合＞ (月) から

(火) まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く）

(水)

開札の日から (金)

通知を受けた日から (木)

(月)

上記の回答書縦覧等の
期間

令和8年10月14日 令和8年10月16日 入札後審査型・
共通事項２－３（土曜日、日曜日及び祝日を除く）

入札書等受付期間
入札書等の提出

令和8年10月19日 入札後審査型・
共通事項２－５令和8年10月20日

午前９時から午後９時まで、ただし最終日は午後４時まで

入札後に行う入札参加
資格確認資料の提出

令和8年10月23日 まで（土曜日、日曜日 入札後審査型・
共通事項２－２及び祝日を除く）（次順位者以降の者の期日は別途指示する。）

＜電子入札システムの場合＞期間内の午前９時から午後４時まで

＜持参の場合＞午前９時から午後４時まで（契約条項を示す場所に提
出すること）

＜持参の場合＞開札日時に契約条項を示す場所に以下の書類を提出す
ること。

・入札書、委任状（代理人の場合）、入札参加資格確認通知書、入札
価格（工事費）内訳書

入札価格（工事費）内
訳書

工事の入札における全ての入札参加者は、入札書と同時に提出しなけ
ればならない。
また、入札後12か月以内に、執行機関の必要に応じ、より詳細な項目
を記載した内訳書を提出する。

入札後審査型・
共通事項２－６

開札日時 令和8年10月21日 午後2時00分 入札後審査型・
共通事項２－７

上記の回答期限 令和8年11月2日 まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く） 入札後審査型・
共通事項２－４

※紙による申請等は発注機関の承認が必要

１－７　設計図書等の交付方法

入札後の参加資格確認
で資格がないと認めら
れた者の請求期限

令和8年10月29日 入札後審査型・
共通事項２－４

＜電子入札システムの場合＞午前９時から午後４時まで

＜持参の場合＞午前９時から午後４時まで（契約条項を示す場所に提
出すること）

曜日及び祝日を除く）（次順位者以降の者の期日は別途指示する。）

まで（土曜日、日

補正率　（－）

１－９　その他

最低制限価格の設定 最低制限価格の設定　有

最低制限価格の補正　無

設計図書等の交付

　原則　ＰＰＩにより交付する。

１－８　設計図書等に関する質問に対する回答

電子入札システムに回答を掲載する。

契約書作成 要

請負代金内訳書の作成 請負契約締結後10日以内に設計図書に基づいて、契
約者から指示された様式により請負代金内訳書を作
成し提出すること。

工程表の提出 要

企業局積算基準（電気・機械設備編）の使用　有

前払金 請負代金の60％以内（ただし中間前払金20％を含
む）

部分払
請負代金が100万円以上2,000万円未満は２回以内、
2,000万円以上5,000万円未満は３回以内、5,000万円
以上は４回以内とする。



 

火災保険付保の要否 要

労災保険付保の要否 要

当該工事に直接関連する他の工事の請負契約を当該工事の
請負契約の相手方との随意契約により締結する予定の有無

無

工事工程月報 要

ＩＳＯを活用した監督業務 適用可

現場代理人及び技術者の氏名の通知 書面


